
徳島県監査委員公表第１０号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項及び第４項の規定に基づき、令和

７年度の定期監査を執行したので、その結果を同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

  令和７年１１月１４日 

徳島県監査委員  鹿 山 公 弘   

同        大 西 康 生   

同        福 山 正 啓   

同        井 村 保 裕   

同        平 山 尚 道   

 

 

１ 監査基準 

  定期監査については、徳島県監査基準（令和２年３月６日徳島県監査委員告示第１号）に

準拠して実施した。 

 

２ 監査の対象 

  令和７年６月２日から令和７年９月２日までの間に、別表に記載の１１９機関において実

施した。 

 

３ 監査の着眼点 

  監査対象事務の執行が法令等に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げる

ようにし、その組織及び運営の合理化に努めているか。 

 

４ 監査の実施内容 

  令和６年度における財務に関する事務及び経営に係る事業の管理を対象とし、監査対象機

関から提出された関係書類を照合するとともに、関係職員から説明を聴取することにより、

監査を実施した。 

 

５ 監査の結果 

  監査の着眼点及び監査の実施内容のとおり監査を行った結果、重要な点において監査基準

第１５条第２項第１号に定める事項が認められないものについては、次のとおりである。 

 

(1)収入事務において適切でないもの 

 

  ＜農林水産総合技術支援センター〈経営推進課〉＞ 

 過払いとなった交付金について、返納手続の不備により、十分な措置が講じられていな

い。今後、適切な債権管理を行う必要がある。 

 

(2)特殊勤務手当の支給で適切でないもの 

 

  ＜環境指導課＞ 

 特殊勤務手当の支給について、夜間に行われた場合の加算ができていないものがある。

今後、組織的な確認を徹底し、適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

 

 

 

 



(3)支出事務で適切でないもの 

 

  ＜企業局経営企画課＞ 

 長期借入金の返還において、期限を超過したものがある。今後、組織的な確認を徹底し、

適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

  ＜三好病院＞ 

 資金前渡を行ったもので、支払完了後の精算手続が遅延しているものがある。また、立

替払により支出しているものがある。今後、組織的な確認を徹底し、適正な事務の執行を

確保する必要がある。 

 

  ＜海部病院＞ 

 立替払により支出しているものがある。今後、組織的な確認を徹底し、適正な事務の執

行を確保する必要がある。 

 

(4)契約事務で適切でないもの 

 

  ＜農林水産総合技術支援センター〈水産研究課〉＞ 

 委託契約において、随意契約によることができる場合に該当しないにもかかわらず、随

意契約しているものがある。今後、組織的な確認を徹底し、適正な事務の執行を確保する

必要がある。 

 

  ＜海部病院＞ 

 賃貸借契約において、契約書に契約締結日が記載されていないものがある。今後、組織

的な確認を徹底し、適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

  ＜海部病院＞ 

 公募型プロポーザル方式による随意契約において、選定された候補者との契約締結時に

見積書を徴していないものがある。今後、組織的な確認を徹底し、適正な事務の執行を確

保する必要がある。 

 

  ＜海部病院＞ 

 委託契約等において、予定価格を定めていないものがある。今後、組織的な確認を徹底

し、適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

(5)工事に関する事務で適切でないもの 

 

  ＜東部県土整備局〈徳島庁舎〉＞ 

 工事請負契約において、誤った積算単価により設計書を作成しているものがある。今後、

組織的な確認を徹底し、適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

(6)港湾施設の使用許可等に係る事務処理で適切でないもの 

 

  ＜東部県土整備局〈徳島庁舎〉＞ 

 港湾施設の使用許可において、使用期間終了後に許可したものがある。今後、組織的な

確認を徹底し、適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

 



(7)物品の管理で適切でないもの 

 

  ＜消防保安課＞ 

 前年度の監査に引き続き、物品出納簿に記載できていない物品がある。今後、組織的な

確認を徹底し、適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

  ＜教育委員会事務局教育 DX 推進課＞ 

 前年度の監査に引き続き、物品出納簿に記載できていない物品がある。今後、組織的な

確認を徹底し、適正な事務の執行を確保する必要がある。 

 

(8)収入で未収となっているもの 

 

  ＜東部県税局〈徳島庁舎〉〈吉野川庁舎〉＞ 

 県税及び税外収入について、市町村等関係機関と連携して、新たな収入未済の発生を防

ぐとともに、適切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

  県税の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 537,997,975円 

 令和５年度決算額 464,065,444円 

 増 減 額 73,932,531円 

 

税外収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 19,225,694円 

 令和５年度決算額 10,010,552円 

 増 減 額 9,215,142円 

 

  ＜労働雇用政策課＞ 

 雑入（徳島勤労者生活協同組合事業資金貸付金償還金）の収入未済について、適切な債

権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

  雑入（徳島勤労者生活協同組合事業資金貸付金償還金）の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 7,408,557円 

 令和５年度決算額 7,552,557円 

 増 減 額 △144,000円 

 

  ＜中央こども女性相談センター＞ 

 児童福祉費負担金について、新たな収入未済の発生を防ぐとともに、適切な債権管理を

行い、収入確保に努める必要がある。 

 

 

 

 

 



    児童福祉費負担金の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 21,519,176円 

 令和５年度決算額 19,111,925円 

 増 減 額 2,407,251円 

 

  ＜医療政策課＞ 

 返納金（看護師等修学資金返還金）について、新たな収入未済の発生を防ぐとともに、

適切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    返納金（看護師等修学資金返還金）の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 4,505,000円 

 令和５年度決算額 4,439,000円 

 増 減 額 66,000円 

 

  ＜障がい者相談支援センター＞ 

 心身障害者扶養共済掛金収入について、新たな収入未済の発生を防ぐとともに、適切な

債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    心身障害者扶養共済掛金収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 2,635,330円 

 令和５年度決算額 2,957,330円 

 増 減 額 △322,000円 

 

  ＜東部保健福祉局〈徳島庁舎〉＞ 

 返納金（児童扶養手当返納金・生活保護返納金）、母子福祉資金貸付金元利収入、父子

福祉資金貸付金元利収入及び寡婦福祉資金貸付金元利収入について、新たな収入未済の発

生を防ぐとともに、適切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    返納金（児童扶養手当返納金）の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 3,987,970円 

 令和５年度決算額 4,192,970円 

 増 減 額 △205,000円 

 

    返納金（生活保護返納金）の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 162,770,975円 

 令和５年度決算額 156,387,106円 

 増 減 額 6,383,869円 

 

 

 



    母子福祉資金貸付金元利収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 109,278,504円 

 令和５年度決算額 119,721,375円 

 増 減 額 △10,442,871円 

 

    父子福祉資金貸付金元利収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 1,347,076円 

 令和５年度決算額 956,021円 

 増 減 額 391,055円 

 

    寡婦福祉資金貸付金元利収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 8,069,994円 

 令和５年度決算額 10,433,034円 

 増 減 額 △2,363,040円 

 

  ＜経済産業政策課＞ 

 雑入（地域経済循環創造事業交付金に係る返納金）の収入未済について、適切な債権管

理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    雑入（地域経済循環創造事業交付金に係る返納金）の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 4,014,191円 

 令和５年度決算額 4,974,191円 

 増 減 額 △960,000円 

 

  ＜企業支援課＞ 

 中小企業近代化資金貸付金元金収入の収入未済について、適切な債権管理を行い、収入

確保に努める必要がある。 

 

    中小企業近代化資金貸付金元金収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 1,182,168,583円 

 令和５年度決算額 1,185,777,583円 

 増 減 額 △3,609,000円 

 

  ＜農林水産政策課＞ 

 農業改良資金貸付金元金収入及び林業改善資金貸付金元金収入の収入未済について、適

切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

 

 

 



    農業改良資金貸付金元金収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 13,095,216円 

 令和５年度決算額 13,275,216円 

 増 減 額 △180,000円 

 

    林業改善資金貸付金元金収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 4,242,402円 

 令和５年度決算額 4,367,402円 

 増 減 額 △125,000円 

 

  ＜用地対策課＞ 

 特定事業移転促進貸付金元利収入の収入未済について、適切な債権管理を行い、収入確

保に努める必要がある。 

 

    特定事業移転促進貸付金元利収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 532,747,428円 

 令和５年度決算額 532,777,428円 

 増 減 額 △30,000円 

 

  ＜住宅課＞ 

 住宅使用料、雑入（家屋明渡等請求に伴う損害金）及び敷金収入について、新たな収入

未済の発生を防ぐとともに、適切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

  住宅使用料の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 196,993,979円 

 令和５年度決算額 162,885,958円 

 増 減 額 34,108,021円 

 

    雑入(家屋明渡等請求に伴う損害金)の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 24,440,028円 

 令和５年度決算額 24,440,028円 

 増 減 額    0円 

 

    敷金収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 1,108,100円 

 令和５年度決算額  1,096,800円 

 増 減 額 11,300円 

 



  ＜港湾政策課＞ 

 雑入（不法占用物件撤去費用）について、適切な債権管理を行い、収入確保に努める必

要がある。 

 

雑入(不法占用物件撤去費用)の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 20,353,535円 

 令和５年度決算額 20,353,535円 

 増 減 額    0円 

 

  ＜東部県土整備局〈徳島庁舎〉＞ 

 雑入及び港湾施設使用料について、新たな収入未済の発生を防ぐとともに、適切な債権

管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

雑入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 5,845,800円 

 令和５年度決算額 73,000円 

 増 減 額 5,772,800円 

 

港湾施設使用料の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 4,053,900円 

 令和５年度決算額 4,025,740円 

 増 減 額 28,160円 

 

  ＜教育委員会事務局人権教育課＞ 

 教育委員会奨学金貸付金元金収入について、新たな収入未済の発生を防ぐとともに、適

切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    教育委員会奨学金貸付金元金収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 278,328,853円 

 令和５年度決算額 281,865,633円 

 増 減 額 △3,536,780円 

 

  ＜教育委員会事務局生涯学習課＞ 

 奨学金貸付金元金収入について、新たな収入未済の発生を防ぐとともに、適切な債権管

理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 



  奨学金貸付金元金収入の収入未済額の状況 

 令和６年度決算額 77,901,820円 

 令和５年度決算額 82,760,126円 

 増 減 額 △4,858,306円 

 

  ＜中央病院＞ 

 医業未収金（診療報酬等個人負担分）について、新たな滞納未収金の発生を防ぐととも

に、適切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    医業未収金（診療報酬等個人負担分）の状況 

 令和６年度決算額に係る 

令和７年５月末残額 
130,933,615円 

 令和５年度決算額に係る 

令和６年５月末残額 
130,714,596円 

 増 減 額 219,019円 

 

  ＜三好病院＞ 

 医業未収金（診療報酬等個人負担分）について、新たな滞納未収金の発生を防ぐととも

に、適切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    医業未収金（診療報酬等個人負担分）の状況 

 令和６年度決算額に係る 

令和７年５月末残額 
30,539,216円 

 令和５年度決算額に係る 

令和６年５月末残額 
26,114,083円 

 増 減 額 4,425,133円 

   

＜海部病院＞ 

 医業未収金（診療報酬等個人負担分）について、新たな滞納未収金の発生を防ぐととも

に、適切な債権管理を行い、収入確保に努める必要がある。 

 

    医業未収金（診療報酬等個人負担分）の状況 

 令和６年度決算額に係る 

令和７年５月末残額 
10,493,087円 

 令和５年度決算額に係る 

令和６年５月末残額 
5,619,582円 

 増 減 額 4,873,505円 
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農林水産総合技術支援センター＜研究調整管理課＞ ※３ 

農山漁村振興課 

生産基盤課 

森林土木・保全課 

東部農林水産局＜徳島庁舎＞ 

東部農林水産局＜吉野川庁舎＞ 

県土整備政策課 

建設管理課 

用地対策課 

高規格道路課 

道路整備課 

都市計画課 

住宅課 

営繕課 

河川政策課 

河川整備課 

砂防防災課 

水環境整備課 ※４ 

水環境整備課＜流域下水道事業会計＞ 

港湾政策課 

東部県土整備局＜徳島庁舎＞ 

東部県土整備局＜吉野川庁舎＞ 

出納局会計課 

出納局公共入札検査課 



監 査 対 象 機 関 

企業局 

病院局 ※５ 

中央病院 

三好病院 

海部病院 

議会事務局 

教育委員会事務局教育政策課 

教育委員会事務局教育 DX 推進課 

教育委員会事務局施設整備課 

教育委員会事務局教育創生課 

教育委員会事務局教職員課 

教育委員会事務局福利厚生課 

教育委員会事務局義務教育課 

教育委員会事務局高校教育課 

教育委員会事務局特別支援教育課 

教育委員会事務局人権教育課 

教育委員会事務局いじめ・不登校対策課 

教育委員会事務局体育健康安全課 

教育委員会事務局生涯学習課 

人事委員会事務局 

監査事務局 

警察本部 

労働委員会事務局 

収用委員会事務局 

※１ 選挙管理委員会事務局を含む。 

※２ 徳島海区漁業調整委員会事務局を含む。 

※３ ＜経営推進課＞、＜畜産研究課＞、＜水産研究課＞以外の農林水産総合技術

支援センターの機関を含む。 

※４ 流域下水道事業会計を除く。 

※５ 中央病院、三好病院、海部病院を除く。 


